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令和�年�月定例県議会提案条例の提案理由及び概要表

第��号議案

島根県県税条例の一部を改正する条例

� 提案理由

地方税法等の一部を改正する法律案が国会に提出されたこと等に伴い、

法人の事業税の税率等及び不動産取得税の申告等について所要の改正を行

う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 改正の内容

ア 令和�年�月�日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税の課

税方式及び税率を次のとおり改正すること。

ア� 資本金の額又は出資金の額�億円超の普通法人のうち、�以下の

都道府県に事務所等を設けて事業を行う法人の所得割の税率

イ� ガス供給業を行う法人の課税方式及び税率

―�―

区 分 改正前 改正後

所得のうち年���万円以下の金額 ���分の�	�

���分の�
所得のうち年���万円を超え年
��万円

以下の金額
���分の�	�

所得のうち年
��万円を超える金額 ���分の�

改 正 前 改 正 後

業の区分 課税方式 税 率 業の区分 課税方式 税 率

導管事業 収入割 ���分

の�

導管ガス供給

業

収入割 ���分

の�

ガス製造事業

者

特定ガス供給

業

収入割 ���分

の�	�


付加価値

割

���分

の�	��

資本割 ���分

の�	��

特定ガス供給

業以外のガス

一般の法人（電

気供給業等を行



イ 住宅及び住宅用地の取得に係る不動産取得税の特例措置の要件に該

当すると認められるときは、当該不動産の取得者から申告がなかった

場合であっても、特例措置を適用することができること。

ウ 不動産の取得者が所定の期間内に当該不動産に係る登記の申請をし

た場合は、不動産取得税に係る申告又は報告を不要とすること。ただ

し、知事が必要と認めるときは、この限りでないこと。

エ その他規定の整理

� �のアからウまでについては、地方税法等の一部を改正する法律（以

下「改正法」という。）が令和�年�月��日までに公布されないとき

は、その効力を失うこと。

� �のアからウまでについては、�の場合を除き、改正法による改正後

の地方税法の規定の内容が当該規定に対応するこの条例の改正後の条例

の規定と異なることとなるときは、廃止するものとすること。

� 施行期日

令和�年�月�日から施行する。ただし、�の�及び�については公布

の日から、�の�のエの一部については令和�年�月�日から、�の�の

ウについては令和�年�月�日から施行する。

―	―

製造事業者 う も の を 除

く。）に同じ。旧一般ガスみ

なしガス小売

事業者

旧一般ガスみ

なしガス小売

事業者


